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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

 

Introduction  
 

タイ投資委員会（以下「BOI」）は、タイにおけるグローバル・ミニマム課税

ルールの施行を効果的に支援すると共に、経済協力開発機構（OECD）より公

表された税源浸食と利益移転（BEPS）2.0の第 2の柱に準拠するために、グロ

ーバル・ミニマム課税ルール施行の影響に対する緩和策の立案を任命された。

先日、BOI はグローバル・ミニマム課税ルール下における課税の新たなアプロ

ーチの影響を和らげるための新たな救済措置の草案を公表した（以下「措置

案」）。 

 

What to know? 
 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/th/Documents/tax/th-Gi3-alert-global-minimum-tax-collection-rules-Jun2023.pdf
https://www2.deloitte.com/th/en.html


措置案は、既存の BOI 推進企業と新規企業の両方に適用される。措置案におけ

る適格条件と付与される恩典は、以下のとおりである。 

 
 既存の BOI 推進企業 新規企業 

適格条件 1. 申請者が属する多国籍企業グルー

プの BOI 申請書提出前の会計期間

における連結グループ総収入が、

以下のいずれかに該当すること 

 

1.1 280 億バーツ/ 7.5 億ユーロを

以上である場合 

1.2 （会計期間が 12 カ月未満の場

合）対象の会計期間の日数に

基づいて算出した額が 280 億

バーツ/7.5 億ユーロ以上であ

る場合 

1.3 国別報告書（CbCR）要件に該

当する場合 

 

2. 申請者が既存の BOI 推進企業であ

り、申請対象の活動が措置案適用

のタイミングでも適格条件を満た

していること 

 

3. 既存の BOI 推進企業の場合、投資

促進に申請する時点で、申請者が

追加インセンティブ措置（例：効

率向上措置など）を受けていない

こと 

 

4. 申請者は少なくとも 1 年以上の法

人税の免税期間を有しており、法

人税の累積免税額が上限額に達し

ていないこと及び申請者は BOI が

定める手続を順守すること 

 

1. 既存の BOI 推進企業に

おける条件 1（左記）

と同様 

 

2. 申請者の申請対象の活

動が措置案適用のタイ

ミングでも適格条件を

満たしていること 

 

法人税の優遇内

容 

• 申請者は、現在の法人税の免税措

置から法人税 50％減免措置への切

り替えを選択することができる 

• 当申請では、既存の BOI 推進プロ

ジェクトに付与された残りの恩典

を引き続き享受することができる 

• 申請者は、法人税の免

除措置か法人税 50％減

免措置のいずれか選択

することができる 

• 当申請は、その他の税

務上の恩典及び税以外

の恩典を享受すること

ができる 



法人税の優遇期

間 

• 法人税の減免期間は、残存する法

人税の免税期間（年単位）と、既

存 BOI 推進プロジェクトに対して

与えられた投資促進法（IPA）第

35 条に基づく法人税の減免期間の

合計の 2 倍を超えないものとする 

• 法人税減免の合計期間は、10 年を

超えないものとする 

 

法人税の減免期間は、次の 2 つの場

合に開始される 

 

1. 既に 1 回目の収益が発生してい

る場合は、新たな BOI 推進証明

書の取得後 

2. 収益がまだ発生していない場合

は、1 回目の収益の発生後 

法人税免除措置 

 

• 法人税の免税期間は、

BOI が推進する活動の

種類によって 0〜13 年

の範囲内で決定される 

 

法人税減免措置 

 

• 法人税の減免期間は、

残存する法人税の免税

期間（年単位）と、既

存 BOI 推進プロジェク

トに対して与えられた

投資促進法（IPA）第

35 条に基づく法人税の

減免期間の合計の 2 倍

を超えないものとする 

• 法人税減免の合計期間

は、10 年を超えないも

のとする 

 
 

法人税の免除又は減免の

期間は、初めて収益を発

生させたときに開始され

る 

 

 

備考: 当措置案に基づき BOI によって承認され、投資促進措置が付与された全

てのプロジェクトは、他の措置の下で追加の措置を申請することはできない。 

 

What’s next? 

 

BEPS 2.0 プロジェクトの第 2 の柱は、デジタル化とグローバル化による税務

上の課題に対処するため、対象の多国籍企業に対してグローバル最低税率を導

入することを目指している。これにより、優遇税制や免税の広範な利用競争の

行き過ぎた進行を阻止することができる。 

 

BOI によるインセンティブパッケージの改正案は、タイが競争力のある投資環

境を維持しながら、グローバルな税制改正に適応していく姿勢であることを示

している。これは、年初に内閣がグローバル・ミニマム課税の原則を承認した

ことに続くものである。 

 

多国籍企業の基準に該当する BOI 推進企業及び新規企業は、第 2 の柱によって

受ける包括的な影響を検討することが望ましい。グローバル・ミニマム課税の



意義を理解した上で、利用可能な救済措置を探ることで、十分な情報に基づく

意思決定が可能となる。企業は、タイでの投資に対する優遇措置を確保するた

め、措置の切替えの選択を検討及び交渉することができる。 

 

BOI はインセンティブパッケージの改正に積極的な対応をしているものの、歳

入局（Revenue Department）の公式な立場はまだ公表されていないことに留

意することが重要である。また、歳入局は、グローバル・ミニマム課税の施行

に対応して、International Business Center のような優遇税制の開発に関する

公式なアップデートを発表していない。タイ国内におけるグローバル・ミニマ

ム課税に関する税制は現在草案段階であり、2025 年に施行される予定であ

る。 

 

流動的な状況を考慮すると、ステークホルダーは措置案が変更される可能性が

あることに留意する必要がある。引き続き BOI 及び歳入局からの関連情報のア

ップデートに注視されたい。 

 

更なる詳細情報やサポートが必要な場合は、デロイトの Gi3 の専門家までご相

談いただきたい。 
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